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小規模宅地等の特例・貸付事業用宅地等の改正 

 

・貸付事業用宅地等とは？ 

小規模宅地等の特例のうち、被相続人や同一生計親族が貸付事業の用に

供していた宅地等（賃貸アパート敷地や貸駐車場敷地など）について、

相続税の申告期限までに事業継続及び保有していた場合には、200 ㎡ま

で 50％評価減が可能な特例です。 

 

・改正内容 

 亡くなる 3年以内に貸付事業の用に供された宅地等は 50％減額ができなくな

ります。 

 

・理由 

一時的に現金を不動産（オフィスビルの区分所有など）に換えることによりこ

の特例を適用し、相続税の負担を軽減しているケースが散見されたことから、

適用要件を厳しくしたと思われます。 

行き過ぎた節税には必ず規制がかかります‥‥ 
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